
まちづくり協議会設立支援補助金交付要綱 

 （目的） 

第１条 この要綱は、まちづくり協議会の設立を目指して組織された団体に対し、予算の範囲内

において、その設立に向けた準備に要する経費の一部を補助し、もって住民主体のまちづくり

の推進を図ることを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、「まちづくり協議会」とは、次の各号のいずれにも該当する団体を

いう。 

 ⑴ おおむね大津市立小学校の通学区域（以下「学区」という。）を単位として設立した団体で

あること。 

⑵ 学区の全ての住民を対象としたまちづくりに取り組む団体であること。 

⑶ 自治連合会を含む学区内の多数の各種団体、事業者、個人等の多様な主体で構成されてい

る団体であること。 

⑷ 団体の名称、事務所の所在地、代表者及び役員の選出方法、総会の方法、事業計画の策定、

予算の編成並びに決算の調製及び報告、監査その他民主的で透明性の高い運営を行うための

事項を規約等に定めている団体であること。 

⑸ 運営に当たる役員や代表者が、構成員の意思に基づき民主的に選出される団体であること。 

⑹ 地域の課題と目標を共有し、地域振興、健康・福祉、防犯・防災、環境、人権・生涯学習、

文化・教育などの分野ごとにその解決に向けた活動方針や事業計画を定めたまちづくり計画

を策定している団体であること。 

⑺ 特定の団体や個人の利益に寄与することを目的としている団体でないこと。 

 （補助対象者） 

第３条 この要綱によるまちづくり協議会設立支援補助金（以下「補助金」という。）の交付を受

けることができる者（以下「補助対象者」という。）は、まちづくり協議会を設立するため、お

おむね学区を単位として組織された団体であって、自治連合会を含む学区内の多数の各種団体、

事業者、個人等の多様な主体で構成されているものとする。 

 （補助事業等） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）及び補助金の交付の対象と

なる経費（以下「補助対象経費」という。）は、別表のとおりとする。 

２ 補助金の額は、補助対象経費の額と４００，０００円とを比較していずれか少ない方の額と

する。 

３ １の補助対象者に対する補助金の交付は、１年度につき１回、連続して２回までを限度とす

る。ただし、２回目の交付は１回目の補助金の額が４００，０００円に満たない場合に限るも

のとし、その場合における補助金の額は、前項の規定にかかわらず、その差額に相当する額と

する。 

 （交付申請書） 

第５条 大津市補助金等交付規則（平成１０年規則第３２号。以下「規則」という。）第４条第１

項の規定により市長に提出しなければならない交付申請書は、まちづくり協議会設立支援補助

金交付申請書（様式第１号）とする。 

２ 前項の交付申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 



⑴ 事業計画書 

⑵ 収支計画書 

⑶ 規約、会則又はこれらに準ずるもの 

⑷ 役員又は構成員名簿 

⑸ その他市長が必要と認める書類 

 （決定通知書） 

第６条 規則第７条第１項の規定による通知は、まちづくり協議会設立支援補助金交付決定通知

書（様式第２号）により行うものとする。 

２ 規則第７条第２項の規定による通知は、まちづくり協議会設立支援補助金交付申請棄却（却

下）決定通知書（様式第３号）により行うものとする。 

 （事情変更による取消通知書等） 

第７条 規則第９条第５項の規定による通知は、まちづくり協議会設立支援補助金交付決定取消

通知書（様式第４号）又はまちづくり協議会設立支援補助金交付決定変更通知書（様式第５号）

により行うものとする。 

 （補助事業等の内容の変更等の承認申請書） 

第８条 規則１３条第１項の規定により市長に提出しなければならない承認申請書は、まちづく

り協議会設立支援補助事業変更承認申請書（様式第６号）又はまちづくり協議会設立支援補助

事業中止（廃止）承認申請書（様式第７号）とする。 

 （承認通知書等） 

第９条 規則第１３条第２項の規定による通知は、まちづくり協議会設立支援補助事業変更承認

決定通知書（様式第８号）若しくはまちづくり協議会設立支援補助事業中止（廃止）承認決定

通知書（様式第９号）又はまちづくり協議会設立支援補助事業変更承認申請棄却（却下）決定

通知書（様式第１０号）若しくはまちづくり協議会設立支援補助事業中止（廃止）承認申請棄

却（却下）決定通知書（様式第１１号）により行うものとする。 

 （実績報告書） 

第１０条 規則第１４条の規定により市長に提出しなければならない実績報告書は、まちづくり

協議会設立支援補助事業実績報告書（様式第１２号）とする。 

２ 前項の実績報告書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

 ⑴ 事業報告書 

 ⑵ 収支決算書（様式第１３号） 

 ⑶ その他市長が必要と認める書類 

３ 前２項に規定する書類の提出期限は、補助事業の完了した日から起算して１５日を経過した

日又は補助金の交付決定があった日の属する年度の３月３１日のいずれか早い日とする。 

 （確定通知書） 

第１１条 規則第１５条の規定による通知は、まちづくり協議会設立支援補助金交付確定通知書

（様式第１４号）により行うものとする。 

 （交付請求書） 

第１２条 規則第１８条第１項の規定により市長に提出しなければならない交付請求書は､まちづ

くり協議会設立支援補助金（精算払）交付請求書（様式第１５号）とする。 

２ 規則第１８条第２項において準用する同条第１項の規定により市長に提出しなければならな



い交付請求書は、まちづくり協議会設立支援補助金（概算払）交付請求書（様式第１６号）と

する。 

 （取消通知書） 

第１３条 規則第１９条第４項の規定による通知は、まちづくり協議会設立支援補助金交付決定

（確定）取消通知書（様式第１７号）により行うものとする。 

 （返還通知書） 

第１４条 規則第２０条第１項の規定による返還の命令は、まちづくり協議会設立支援補助金返

還通知書（様式第１８号）により行うものとする。 

 （その他） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

１ この要綱は、平成３０年５月１日から施行する。 

２ この要綱は、令和１０年３月３１日限り、その効力を失う。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和４年３月３１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の際現にある改正前の様式（次項において「旧様式」という。）により使用さ

れている書類は、改正後の様式によるものとみなす。 

３ この要綱の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使

用することができる。 

   附 則 

 この要綱は、令和５年３月３１日から施行する。 

 



別表（第４条関係） 

 

 

補助事業 補助対象経費 

まちづくり協議会の設
立に向けた準備に関す
る事業 

補助事業に要する次に掲げる経費のうち、市長が必要と認めるも
の 
⑴ 報償費、謝金及び旅費 
⑵ 需用費（消耗品費、印刷製本費、食糧費、修繕料等） 
⑶ 役務費（通信運搬費、手数料、保険料等） 
⑷ 委託料 
⑸ 使用料及び賃借料 
⑹ 備品購入費 
⑺ その他補助事業の実施に必要な経費 


